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機密保持に関する誓約書 

 

                      （以下「当社」といいます。）は、２０２６

年７月１５日付公告（以下「本公告」といいます。）において一般競争入札に付された調達案

件（件名：事務室拡張に伴う新規什器購入）への参加を検討する（以下「本目的」といいま

す。）にあたり年金積立金管理運用独立行政法人（以下「貴法人」といいます。）より開示さ

れる資料及び情報について、以下の各条項に従い取り扱うことを誓約します。 

 

 

（秘密情報） 

第１条 本誓約書において「秘密情報」とは、本目的のため、貴法人より開示される仕様書

一式を対象とします。ただし、次に記載する情報については本誓約書に定める秘密情報

に該当しないものとします。 

  （１）貴法人より開示された時点で、既に公知の情報 

  （２）貴法人より開示された後に、当社の責によらずに公知となった情報 

 

（秘密保持） 

第２条 当社は、秘密情報について厳に秘密を保持するものとし、貴法人の事前の書面によ

る承諾なしに第三者に対して開示又は漏洩してはならないものとします。 

 

（秘密情報の管理） 

第３条 当社は、貴法人の要機密情報（貴法人の各フロア図面を含む。）を保有している場合、

第２条に基づく秘密保持に加え、秘密情報の管理につき、次の各号を遵守するものとし

ます。また、当社は、貴法人の要機密情報を保有しない場合であっても、秘密情報の管

理につき、１号、２号、４号、５号、６号及び９号を遵守するものとします。 

（１）秘密情報の保管場所を定めるなど、情報セキュリティを確保するための体制を整



 

備するものとします。 

（２）秘密情報を取り扱う役職員を本目的に鑑みて必要かつ最小限度の範囲内にとどめ、

上記保管場所以外へ持ち出さないものとします。 

（３）本誓約書の履行に際し、秘密情報の管理体制及び情報セキュリティ対策の実施状

況について、情報を求められた際には貴法人に報告するものとします。また、報告

した内容に変更が生じた場合には、適宜当該変更内容を貴法人に報告するものとし

ます。 

（４）秘密情報の漏洩、紛失、破壊、改ざん等を未然に防止するための措置をとるもの

とします。 

（５）当社は、秘密情報を本目的以外のために使用しないものとします。また、本目的

に鑑みて必要かつ最小限な範囲を超えた使用及び複製をしないものとします。 

（６）事故発生時には直ちに貴法人に対して通知し、貴法人及び当社間で協議の上、対

応するものとします。 

（７）当社は、貴法人が当社の事務所における秘密情報の管理状況を確認するために当

社または当社の開示先の事務所への検査を希望する場合には、当該検査に協力する

ものとします。また、貴法人は当社または当社開示先に対して是正措置を求めるこ

とができ、当社は誠意をもって対応するものとします。 

（８）当社は、本誓約書の履行に際し、情報セキュリティ対策ベンチマークによる自己

診断を貴法人に対して報告するものとします。ただし、当社が情報セキュリティマ

ネジメントシステム適合性評価制度に基づく認証又はこれと同等の認証を取得して

いる場合は、これに代えることができるものとします。 

（９）当社は、貴法人から返却若しくは破棄をもとめられたとき、又は本目的が終了し

たときは、貴法人より入手した秘密情報（貴法人から入手した秘密情報に基づき当

社が作成した資料及びその複写物を含みます。）のすべて（当社が第三者に開示した

場合は当該第三者が保有する秘密情報を含みます。）を直ちに自らの責任及び費用負

担にて貴法人に返却し又は破棄するものとし、貴法人の求めに応じてそれを証する

書面を提出します。 

 

（表明保証） 

第４条 当社は、以下の事項について、表明保証します。 

（１）当社及び当社が提供できる業務体制は、本公告に記載される競争参加資格のうち

（１）から（４）を充足すること。 

（２）当社が競争参加資格の充足を証するため貴法人に対して提出する資料（口頭、書

類を問いません。）が重要な点において正確であり、虚偽または誤解を生ぜしめる記

載を含まず、また重要な事実が省略されていないこと。 

 

（費用） 



 

第５条 本誓約書の締結及び履行に要する費用については、各自が負担するものとします。 

 

（損害賠償） 

第６条 当社は、本誓約書（第４条に規定する表明保証を含みます。）に違反し、当該違反に

起因又は関連して貴法人に損害（合理的な弁護士費用を含みます。）が生じた場合、その

損害を賠償するものとします。 

 

（準拠法） 

第７条 本誓約書の準拠法は日本法とし、日本法によって解釈されるものとします。 

 

（裁判管轄） 

第８条 当社は、本誓約書に関し争いが生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の合意管轄

裁判所とすることに同意します。 

 

 

以上 

 

 


